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環境省 Ministry of the Environment 

地方公共団体実行計画（区域施策編）の拡充について
（地球温暖対策推進法の改正：平成２０年６月）

○自ら排出する温室効果ガスを減らす事業者としての責
務（現行法第４条第２項）

○地域において総合的かつ計画的な施策を推進する
責務(現行法第20条第２項）

すべての自治体で実行計画の策定（現行法第21条） 都道府県、政令市、中核市、特例市における施策につ
いての計画策定（改正法第20条の３）

自治体自らの事務事業に伴い発生す
る温室効果ガスの排出削減等の計画
の策定
・庁舎・施設の省エネ対策 等

（現行法第８条第２項第６号の基本的
事項に基づき策定）

○以下についての計画策定
・自然エネルギー導入の促進
・地域の事業者、住民による省エネその他の排出抑制の
推進
・公共交通機関、緑地その他の地域環境の整備・改善
・循環型社会の形成
（以上4項目が義務的記載事項）
○都市計画や農業振興地域整備計画等との連携（改正
法第20条の３第４項）

地方公共団体実行計画協議会による策定
協議・実施の連絡調整
関係行政機関、関係地方公共団体、推進員、
地域センター、事業者、住民等がこぞって参画

（改正法第20条の４）

地方公共団体実行計画

国による支援

地域地球温暖化防止活
動推進センターの協力
（改正法第24条）地域の施策や事業の実施

※二重囲いの部分が今回の拡充内容

区域施策編事務事業編
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環境省 Ministry of the Environment 

地球温暖化対策における地方公共団体の役割
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• 2013年以降の削減についての議論が
内外で本格化

• 中長期の大幅削減を踏まえると、区域
の事業者・住民の活動を促進するた
めのきめ細やかな対応、集約型の都
市構造の実現等のまちづくりにおける
対策・施策など、地方公共団体が主役
となって行う対策・施策も必要不可欠
に。

地域の自然的社会的条件に応じ
た施策についての計画策定

国としても計画策定マニュアルを
作成するなど、各地方公共団体

の計画策定を支援

「身近な交通の見直しによ
る環境改善に関する研究」（
国立環境研究所特別研究報
告SR-79-2008）より抜粋

将来像のイメージ例（土地
利用と交通）

国立環境研究所・環境省資料、都市計画年報より作成

マニュアルのまちづくり関連の記述より抜粋



環境省 Ministry of the Environment 

地球温暖化対策・地方公共団体実行計画(区域施策編）とは

 地方公共団体実行計画（区域施策編）

• 地球温暖化対策推進法の改正（Ｈ２０）により、区域全

体の自然的社会的条件に応じた施策を盛り込んだ計

画について、都道府県、政令市、中核市、特例市に対

し、策定が義務化。

― その他の市町村についても従来どおり努力義務

が課される。

 区域全体の削減計画の内容

• 以下の４項目が義務的な記載事項として法律に位置

付け

― 再生可能エネルギーの利用促進

― 区域の事業者・住民の活動促進

― 公共交通機関の利用促進、緑化等の地域環境の

整備等

― 循環型社会の形成

 都市計画、農業振興計画等の関連施策との連携

各地方公共団体は、国の長期目
標（2050年までに現状比60～
80％削減）を踏まえ、地域の実情、
創意工夫を活かして中長期の目標
を設定。

地域グリーンニューディール基金の拡
充等により、必要な対策・施策の実施

費用を支援
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環境省 Ministry of the Environment 

地方公共団体実行計画（区域施策編）策定の手順フローイメージ
と本マニュアルの対応関係

●新実行計画（区域施策）策定の背景、意義の整理（第１章）

●温室効果ガス排出量の現況推計（第2章）

・基準年（1990年、ただし、HFCs、PFCs及びSF6については1995年）

・最新年

※1 基準年は最新年としても構わない。

※2 推計手法は、原則として、都道府県、指定都市等は積み上げ法、その他の市区町村は按分法とす

るが、より詳細な独自の推計手法を採用することも可能。

・温室効果ガス排出量の要因分析（→2．5節参照）

※ エネルギー起源CO2を主たる対象とすること。

●目標設定（第3章1節）

・短期目標の設定（2012年）：フォアキャストによる

・長期目標の設定（2050年）：バックキャストによる

・長期目標から定めた中期目標レベルの設定

・中期目標（野心的かつ実行可能）の設定（2020～2030年）
※ 実削減目標＋対策効果目標

●将来推計（第3章2節、3節）
・中期における現状趨勢ケース

・削減ポテンシャルを把握
※地域の将来像把握の基礎

・対策ケース
※野心的かつ実行可能な削減量の積み上げ

●対策・施策の立案（第4章）
※ 義務的記載事項4項目それぞれについて対策・施策を立案

・再生可能エネルギーの利用促進

・区域の事業者・住民の活動促進

・地域環境の整備及び改善

・循環型社会の形成

●対策・施策総括表の作成（第5章）
※ ロードマップを作成することが望ましい

・既存の類似計画、
上 位 計 画 の レ
ビュー
・（都道府県の場
合）域内の市区町
村の実行計画計画
策定状況確認と役
割分担の認識
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